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１ 化学物質に係るラベル表示･ＳＤＳ交付,ＲＡのスキーム 

「化学物質等を含有する資材」等の 
取扱事業者 

（専門工事等事業者）

取扱い作業現場 
（工事現場） 

塗料、シール材、 
接着剤、薬液 等 

（ラベル貼付） 

容器・包装に 
ラベル表示 

安全データシート 
（ＳＤＳ）の作成 

■ＳＤＳの周知 ●ＳＤＳの管理 
 

●リスクアセスメントの実施 
 

    リスク低減措置の検討 

■リスクアセスメント 
   の結果の周知 

「化学物質等を含 
有する資材」等の 

提供者 
 （資材等製造・ 
    販売事業者）  

塗料、シール材、 
接着剤、薬液 等 

（ラベル貼付） 

母 店 等 
(本支店) 

販売 
 
     仕入れ 

交 
  
付 

現場 
 
 搬入 

塗料、シール材、 
接着剤、薬液 等 

（ラベル貼付） 

■低減措置の実施 
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≪安衛法≫ 
（第57条第①項の政令で定める物及び通知対象物について事業者が行うべき調査等） 
第57条の3 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、第57条第①項の政令で定め 
 る物※１及び通知対象物※２による危険性又は有害性等を調査しなければならない。 
 

② 事業者は、前項の調査の結果に基づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定によ 
 る措置を講ずるほか、労働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずる 
 ように努めなければならない。 
 

③ 厚生労働大臣は、第28条第①項及び第③項に定めるもののほか、前二項の措置に関 
 して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針※３を公表するものとする。 
 

④ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、援助 
 等を行うことができる。 
 

※１ 第57条第①項の政令で定めるもの ⇒ ≪安衛令第18条≫ ⇒「表示対象物」 
※２ 通知対象物 ⇒ ≪安衛法第57条の２、安衛令第18条の２、安衛令第17条≫ 
※３ 指針 ⇒ 
  「労働安全衛生法第57条の3第3項の規定に基づく危険性又は有害性等の調査等に関する指針」 
    （平成27年9月18日 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第３号） 
  行政通達 「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針について」 
    （平成27年9月18日 基発0918第3号） 

２ 化学物質のリスクアセスメントに関する法規定 



３ リスクアセスメントの対象物（調査対象物） 

ラ
ベ
ル
表
示
対
象
物 

法
第
57
条
第
1
項 

政令で 
 定める物 

令第18条 

令別表第9に掲げる物 633物質 

令別表第9に掲げる物を含有する製剤その他の 
物で省令で定めるもの 
（則第30条⇒則別表第2の「中欄」の含有量以上の物） 

令別表第3 第1号 1～7に掲げる物（製造許可物 
質）を含有する製剤その他の物で省令で定めるも 
の （則第31条） 

法第56条 
第1項の物 

令第17条 
（製造許可物質） 令別表第3 第1号に掲げる第1類物質 7物質 

通
知
対
象
物 

法
第
57
条
の
２
第
1
項 

政令で 
 定める物 

令第18条の2 

令別表第9に掲げる物 633物質 

令別表第9に掲げる物を含有する製剤その他の 
物で省令で定めるもの 
（則第34条の2⇒則別表第2の「下欄」の含有量以上の物） 

令別表第3 第1号 1～7に掲げる物（製造許可物 
質）を含有する製剤その他の物で省令で定めるも 
の （則第34条の2の2） 

法第56条 
第1項の物 

令第17条 
（製造許可物質） 

令別表第3 第1号に掲げる第1類物質 7物質 

調査対象物 (法第57条の3) ⇒ 法第57条第1項の政令で定める物＆通知対象物 

5 
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≪安衛法≫ 
（表示等） 
第57条 爆発性の物、発火性の物、引火性の物その他の労働者に危険を生ずるおそれの 
  ある物若しくはベンゼン、ベンゼンを含有する製剤その他の労働者に健康障害を生ずる 
  おそれのある物で政令で定めるもの※１又は前条第①項の物※２を容器に入れ、又は包装 
  して、譲渡し、又は提供する者は、厚生労働省令で定めるところにより、その容器又は包 
  装（容器に入れ、かつ、包装して、譲渡し、又は提供するときにあっては、その容器）に次 
  に掲げるものを表示しなければならない。ただし、その容器又は包装のうち、主として一 
  般消費者の生活の用に供するためのものについては、この限りでない。 
   １ 次に掲げる事項 
      イ 名称   ロ 人体に及ぼす作用   ハ 貯蔵又は取扱い上の注意 
      ニ イからハまでに掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項※３ 
   ２ 当該物を取り扱う労働者に注意を喚起するための標章で厚生労働大臣が定めるもの 
② 前項の政令で定める物又は前条第①項の物を前項に規定する方法以外の方法により  
   譲渡し、又は提供する者は、厚生労働省令で定めるところにより、同項各号の事項を記載 
   した文書を、譲渡し、又は提供する相手方に交付しなければならない。 
 

※１ 政令で定めるもの ⇒ ≪安衛令第18条≫ ⇒ 次のスライド 
※２ 前条第①項の物 ⇒ ≪安衛法第56条第①項≫ ⇒ 製造許可物質（安衛令第17条：特定化学物質 
     のうちの第一類物質） 
※３ 厚生労働省令で定める事項 ⇒ ≪安衛則第33条≫ 

４ 化学物質のラベル表示に関する法規定 
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≪安衛令≫ 
（名称等を表示すべき危険物及び有害物） 
第18条 法第57条第①項の政令で定める物は、次のとおりとする。 
  １ 別表第９に掲げる物（注：括弧内記載省略） 
  ２ 別表第９に掲げる物を含有する製剤その他の物で、厚生労働省令で定める物 
 
 
 
  ３ 別表第３第１号１から７までに掲げる物を含有する製剤その他の物（同号８に掲げる物 
    を除く。）で厚生労働省令で定めるもの 
 
 
 

４ 化学物質のラベル表示に関する法規定 

厚生労働省令で定めるもの 
 安衛則第31条 ⇒ 製造許可物質ごとに含有量を規定。 

厚生労働省令で定める物 
 安衛則第30条 ⇒ 則別表第2の「中欄」に掲げる含有量以上の物 

物 
則第30条に規定する 

含有量(重量％) 
則第34条の2に規定する 

含有量(重量％) 

アクリルアミド 0.1％未満 0.1％未満 

エチルベンゼン 0.1％未満 0.1％未満 

キシレン 0.3％未満 0.1％未満 

トルエン 0.3％未満 0.1％未満 

硫酸 1％未満 1％未満 

ロテノン 1％未満 1％未満 

則別表第2 （注：一部を抜粋） 

633 
物 
質 

物によっては、 
要ラベル表示 
の含有量と、 
要SDS交付 
の含有量とが 
異なる 
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政令で定めるもの 
 
 

又は 
 
 

前条第①項の物 

安衛法第57条第①項 
で定める 

表示対象物 

安衛法第56条第①項 
 令「別表第３」第１号の１～７の物 ７物質 
 （特定化学物質のうち、製造許可物質） 

安衛令第18条 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 令別表第９に掲げる物 633物質 
２ 令別表第９に掲げる物を含有する製剤その 
  他の物で省令で定める物（則第30条 ⇒ 

  則「別表第２」の「中欄」の含有量以上の物 ） 

３ 令「別表第３」第１号の１～７に掲げる物を 
 含有する製剤その他の物で省令で定める物 
 （則第31条） 

6
4
0
物
質
と
そ
の
含
有
物

 

４-１ ラベル表示すべき危険物及び有害物 
４ 化学物質のラベル表示に関する法規定 
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安衛法第57条第①項で定める事項 

１ 

イ 名称 

ロ 人体に及ぼす作用 

ハ 貯蔵又は取扱い上の注意 

ニ イ～ハに掲げるもののほか、 
 厚生労働省令で定める事項 

安衛則第33条で定める事項 

１ 
法第57条第①項の規定による表示をす 
る者の氏名（法人にあっては、その名）、
住所及び電話番号 

２ 注意喚起語 

３  安定性及び反応性 

２ 
 当該物を取り扱う労働者に注意 
を喚起するための標章で厚生労 
働大臣が定めるも の 

絵表示 

４-2 ラベル表示すべき事項 
４ 化学物質のラベル表示に関する法規定 
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図5-1 ラベル表示の例 
○ 

○○○○○○○○○○○○○○ 
△△△△△△△△△△△△△△△△△△（英名） 

成分：□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 
     NET Wt. 15kg 
  
  
  
 
 
・引火性液体および蒸気      ・重篤な眼の損傷 
・飲み込むと有害           ・皮膚刺激 
・生殖能または胎児への悪影響のおそれの疑い 
・中枢神経系、腎臓の障害 
・呼吸器への刺激のおそれ、または、眠気およびめまいのおそれ 
・長期、または反復暴露による血管、肝臓、脾臓の障害のおそれ 
・飲み込み、気道に侵入すると有害のおそれ 
・水生生物に非常に強い毒性 

【安全対策】 
・使用前に取扱説明書を入手し、全ての安全注意を読み理解するま 
 で取扱わないこと。 
・容器を密閉しておくこと。 
・火花、裸火、高温体等の着火源から遠ざけること。禁煙。 
・防爆型の電気機器/換気装置/照明機器を使用すること。 

 危    険  

ラベル要素 

製品特定名 
（Product identifier） 

注意喚起語 
（Signal words） 

絵表示 
（Pictograms） 

危険有害性情報 
（Hazard statements） 

注意書き 
（Precautionary statements） 

5 ラベル表示の見方 
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図5-1 ラベル表示の例（続き） 
【応急処置】 
・火災の場合：粉末消火剤、耐アルコール性泡消火剤、二酸化炭素 
 又は水を用いて消火すること。 
・飲み込んだ場合：直ちに医師に連絡すること。口をすすぐこと。 
・眼に入った場合：水で数分間注意深く洗うこと。コンタクトレンズを使 
 用していて容易に外せる場合は外すこと。その後も洗浄を続けるこ 
 と。ただちに医師に連絡すること。 
・皮膚等に付着した場合：直ちに汚染された衣類を全て脱ぐこと。皮 
 膚を多量の水と石けんで洗うこと。皮膚刺激が生じた場合、医師の 
 手当てを受けること。 
 

【保管】 
・涼しく換気のよい場所で、施錠して保管すること。 
 

【廃棄】 
・内容物や容器を、都道府県知事の許可を受けた専門の廃棄物処 
 理業者に業務委託する。 
 

【使用上の注意】 
・貯蔵条件（低温）によって全体又は一部が固化することがあります。 
 そのときは火気に注意の上、加温・溶融し、均一化して下さい。 

日本GHS株式会社 
東京都千代田区霞ヶ関◯-◯ 電話：03-0000-0000 

資料出所 厚労省パンフレット 
  化学品を取り扱う事業者への方へ - GHS対応 - 化管法・安衛法におけるラベル表示・ＳＤＳ提供制度 

供給者の特定 
（Supplier identification） 

ラベル要素 

注意書き 
（Precautionary statements） 

５ ラベル表示の見方 



【炎】 
 
 
 

熱や火、空気や衝撃で発
火する可能性のある化学
品。 

【腐食性】 
 
 

 
 

接触した金属に腐食、接
触した皮膚・目に損傷を
生じる。 

【円上の炎】 
 
 
 

他の物質の燃焼を助長す
る化学品。 

【健康有害性】 
 
 
 
 

単回・複数回のばく露で、
特定の健康障害が起こる。 

【爆弾の爆発】 
 
 
 

爆発性のもの、火気や衝
撃で爆発する化学品。 

【環境】 
 
 

 
 

環境放出で環境に対する
悪影響を生じる。 

【ガスボンベ】 
 
 高圧ガスをあらわす。 

【感嘆符】 
 
 
 
 

健康有害性があるが、重
篤ではないもの。 

【どくろ】 
 
 
 

飲んだり、吸ったりすると
急性の健康障害を起こす。 
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図5-2 絵表示（注意を喚起するための標章）とその意味 

５ ラベル表示の見方 

資料出所 「ラベル・ＳＤＳの読み方・活かし方」（中災防刊H28年8月刊 ） 
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図5-3 絵表示と危険性有害性クラス  

名称 
絵表示 

この絵表示を使用する 
危険有害性クラス 

名称 
絵表示 

この絵表示を使用する 
危険有害性クラス 

名称 
絵表示 

この絵表示を使用する 
危険有害性クラス 

【炎】 
 
 
 
 
 
 

可燃性/引火性ガス
（化学的に不安定なガ
スを含む） 
エアゾール 
引火性液体 
可燃性固体 
自己反応性物質 
自然発火性液体・固体 
自己発熱性物質 
水反応可燃性物質 
有機過酸化物 
鈍感化爆発物 

【腐食性】 
 

金属腐食性 
皮膚腐食性/刺激性 
眼に対する重篤な損傷
性/眼刺激性 
 

【健康有
害性】 

 
 
 
 

呼吸器感作性 
生殖細胞変異原性 
発がん性 
生殖毒性 
特定標的臓器毒性 
（単回・反復ばく露） 
吸引性呼吸器有害性 

【ガスボ
ンベ】 

 
 

高圧ガス 
 

【環境】 
 
 
 
 

水生環境有害性 
（急性・慢性） 

【円上の
炎】 

 
 
 

支燃性/酸化性 
ガス 
酸化性液体・固体 
 

【どくろ】 
 
 
 
 

急性毒性（経口） 
急性毒性（経皮） 
急性毒性（吸入） 
 

【感嘆符】 
 
 
 
 
 

急性毒性（経口・経皮・
吸入） 
皮膚腐食性/刺激性 
眼に対する重篤な損
傷性/眼刺激性 
皮膚感作性 
特定標的臓器毒性（単
回ばく露） 
オゾン層への有害性 

【爆弾の
爆発】 
 

爆発物 
自己反応性化学品 
有機過酸化物 
 

資料出所 「ラベル・ＳＤＳの読み方・活かし方」（中災防刊H28年8月刊 ） 

５ ラベル表示の見方 

注：この絵表示が必要な「危険有害性 
   区分」は記載省略） 
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注意喚起語 意味（適用基準） 

危  険 より重大な危険有害性の区分に用いられる。 JIS Z7253 
本文6.2.3 警  告 重大性が低い危険有害性の区分に用いられる。 

（２） 注意喚起語の意味 
   注意喚起語は危険有害性の重大性を表示するもので、「危険」と「警告」の２ 
  種類を用いる。 
   絵表示によってその製品の危険有害性の情報が得られるが、「注意喚起語」 
  からはさらにその重大性（危険有害性の程度）の情報を得ることができる。 

（１） 絵表示の意味 
   絵表示とは、特定の危険有害性情報を伝えるための「シンボル」と「境界線(菱 
  形の外枠)」のこと。 
   絵表示は、「危険有害性クラス」及び「危険有害性区分」によって割り当てられ 
  ている。 

５ ラベル表示の見方 

資料出所 「ラベル・ＳＤＳの読み方・活かし方」（中災防刊H28年8月刊 ） 
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５ ラベル表示の見方 

（４） 「注意書き」とは何か 
  ① 各「危険有害性クラス」及び「危険有害性区分」に割り当てられた文言で、危 
    険有害性を持つ該当化学品へのばく露、その他不適切な保管や取扱から生 
    じる被害を防止、被害を最小にするために取るべき措置を示すものである。 
  ② 製品を「危険有害性」分類した場合に分類された各項目の具体的な情報を 
    記載している。取扱者はこの箇所でその製品の具体的な危険有害性情報を 
    確認できる。 

（３） 危険有害性情報とはどのような内容か 
  ① 各「危険有害性クラス」及び「危険有害性区分」に割り当てられた文言で、該 
    当化学品の危険有害性の性質とその程度を詳細に示したものである。 
  ② 製品を「危険有害性」分類した場合に分類された各項目の具体的な情報を 
    記載している。取扱者はこの箇所でその製品の具体的な危険有害性情報を 
    確認できる。 
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≪安衛法≫ 
（文書の交付等） 
第57条の２ 労働者に危険若しくは健康障害を生ずるおそれのある物で政令で定めるもの 
   ※１又は第56条第①項の物※２（以下この条及び次条第①項において「通知対象物」とい 
   う。）を譲渡し、又は提供する者は、文書の交付その他厚生労働省令で定める方法により 
   通知対象物に関する次の事項（前条第②項に規定する者にあっては、同項に規定する事 
   項を除く。）を、譲渡し、又は提供する相手方に通知しなければならない。ただし、主として 
   一般消費者の生活の用に供される製品として通知対象物を譲渡し、又は提供する場合に 
 ついては、この限りでない。 
   １  名称  ２  成分及びその含有量  ３  物理的及び化学的性質 ４  人体に及ぼす作用 
   ５  貯蔵又は取扱い上の注意 
   ６  流出その他の事故が発生した場合において講ずべき応急の措置 
   ７  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項※３ 
② 通知対象物を譲渡し、又は提供する者は、前項の規定により通知した事項に変更を行 
   う必要が生じたときは、文書の交付その他厚生労働省令で定める方法により、変更後の 
   同項各号の事項を、速やかに、譲渡し、又は提供した相手方に通知するよう努めなけれ 
   ばならない。 
③ 前二項に定めるもののほか、前二項の通知に関し必要な事項は、厚生労働省令で定め 
   る。 
※１ 政令で定めるもの ⇒ ≪安衛令第18条の２≫ ⇒ 次のスライド 
※２ 第56条第①項の物 ⇒ 製造許可物質（安衛令第17条：特定化学物質のうちの第一類物質） 
※３ 厚生労働省令で定める事項 ⇒ ≪安衛則第34条の２の４≫ 

６ ＳＤＳ（安全データシート）の交付に関する法規定 
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≪安衛令≫ 
（名称等を通知すべき危険物及び有害物） 
第18条の２ 法第57条の２第①項の政令で定める物は、次のとおりとする。 
  １ 別表第９に掲げる物 
  ２ 別表第９に掲げる物を含有する製剤その他の物で、厚生労働省令で定める物 
 
 
 
  ３ 別表第３第１号１から７までに掲げる物を含有する製剤その他の物（同号８に掲げる 
    物を除く。）で厚生労働省令で定めるもの 
 
 
 

６ ＳＤＳ（安全データシート）の交付に関する法規定 

厚生労働省令で定める物 
 安衛則第34条の2 ⇒ 則別表第2の「下欄」に掲げる含有量以上の物 

物 
則第30条に規定する 

含有量(重量％) 
則第34条の2に規定する 

含有量(重量％) 

アクリルアミド 0.1％未満 0.1％未満 

エチルベンゼン 0.1％未満 0.1％未満 

キシレン 0.3％未満 0.1％未満 

トルエン 0.3％未満 0.1％未満 

硫酸 1％未満 1％未満 

ロテノン 1％未満 1％未満 

厚生労働省令で定めるもの 
 安衛則第31条 ⇒ 製造許可物質ごとに含有量を規定。 

則別表第2 （注：一部を抜粋） 

633 
物 
質 

物によっては、 
要ラベル表示 
の含有量と、 
要SDS交付 
の含有量とが 
異なる 



政令で定めるもの 
 
 

又は 
 
 

前条第①項の物 

安衛法第57条の２ 
第①項で定める 

通知対象物 

安衛法第56条第①項 
 令「別表第３」第１号の１～７の物 ７物質 
 （特定化学物質のうち、製造許可物質） 

安衛令第18条の２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 令別表第９に掲げる物 633物質 
２ 令別表第９に掲げる物を含有する製剤その 
  他の物で省令で定める物（則第34条の２ ⇒ 

  則「別表第２」の「下欄」の含有量以上の物） 

３ 令「別表第３」第１号の１～７に掲げる物を 
 含有する製剤その他の物で省令で定める物 
 （則第34条の２の２） 

6
4
0
物
質
と
そ
の
含
有
物
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６-１ ＳＤＳを交付すべき危険物及び有害物 

６ ＳＤＳ（安全データシート）の交付に関する法規定 
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６-2 ＳＤＳの交付による通知事項 

安衛法第57条の２第①項で定める事項 
１ 名称 

２ 成分及びその含有量 

３ 物理的及び化学的性質  

４ 人体に及ぼす作用 

５ 貯蔵又は取扱い上の注意 

６ 流出その他の事故が発生した場合 
において講ずべき応急の措置 

７ 
前各号に掲げるもののほか、 
厚生労働省令で定める事項 
 

安衛則第34条の２の４で定める事項 

１ 
法第57条第①項の規定による表示をす
る者の氏名（法人にあっては、その名
称）、住所及び電話番号 

２ 危険性又は有害性の要約 

３ 安定性及び反応性 

４ 適用される法令 

５ その他参考となる事項 

６ ＳＤＳ（安全データシート）の交付に関する法規定 



７ ＳＤＳの見方 

７-１ ＳＤＳの記載項目 (JIS Z7253による) 

項目 
番号 項目名 記載内容の概要 （太字は、RA時に特に役立つ情報） 

1 
化学品の名称 
及び会社情報 

化学品の名称、化学品の供給者の詳細（社名、住所、電話番号等、事故
時の緊急連絡先等） 

2 
危険有害性の 
要約 

GHS分類区分、ラベル要素（絵表示又はシンボル、注意喚起語、危険有害
性情報、注意書き） 等の情報 

3 
組成及び 
成分情報 

化学品が単品（化学物質）か混合物か。 
混合物の場合は濃度（含有率）又は濃度範囲 等の成分情報 

4 応急措置 
経口、経皮、吸入等経路別に作業者にばく露が生じた場合にとるべき応急
措置、絶対避けるべき行動、現場で速やかに行うことができる適切な処置
方法 等の情報 

5 火災時の措置 
化学品が原因で火災が発生した場合、又は周辺火災に巻き込まれた場合
を想定して、適切な消火薬剤、消火の方法及び消火を適切かつ安全に行
うための注意事項 

6 漏出時の措置 
化学品が漏出・流出した場合に、影響を適切かつ安全に防止し、あるいは
最小限に抑えるためにとるべき手段や、流出物の処理 等の情報 

7 
取扱い及び 
保管上の注意 

取扱者のばく露防止、火災・爆発防止、安全な取扱注意事項及び保管に
関する注意事項 等の情報 

20 



項目 
番号 項目名 記載内容の概要 （太字は、RA時に特に役立つ情報） 

8 
ばく露防止及び 
保護措置 

化学品のばく露により生ずる急性又は慢性の健康障害を予防するための
設備上の対策、管理濃度、許容濃度、保護具 等の情報 

9 
物理的及び 
化学的性質 

化学品の外観（物理的性状・形状・色）、臭い、融点・凝固点、沸点、引火
点、発火点、爆発範囲、蒸気密度 等の物理化学的情報 

10 
安定性及び 
反応性 

化学品の反応性、化学的安定性、危険有害反応可能性、混触危険性、危
険有害な分解生成物 等の情報 

11 有害性情報 
急性毒性、皮膚腐食性/刺激性、眼に対する損傷性/眼刺激性、呼吸器感
作性、皮膚感作性、発がん性、慢性毒性、吸引性呼吸器有害性 等の有
害性情報 

12 環境影響情報 生態毒性、残留性・分解性、生体蓄積性、土壌中の移動度 等の情報 

13 廃棄上の注意 環境上望ましい廃棄の方法、汚染空容器及び包装の廃棄方法 等の情報 

14 輸送上の注意 
陸上、海上及び航空の輸送手段によって区別し、輸送に関する国際規制、
国内規制の情報 

15 適用法令 化学品に適用される法令名が記載 

16 その他の情報 
項目1～15に該当しないが、安全上重要な情報(災害事例、特定の訓練の
必要性、推奨される取扱い）、引用文献、記載内容の問い合わせ先 等 

21 

7 SDSの見方 
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7 SDSの見方 

７-2 ＳＤＳの、作業者への周知 

≪安衛法≫ 
（法令等の周知） 
第101条 事業者は、この法律及びこれに基づく命令の要旨を常時各作業場の見やすい場 
 所に掲示し、又は備え付けることその他の厚生労働省令で定める方法により、労働者に周 
 知させなければならない。 
 

② 事業者は、第57条の２第①項又は第②項の規定により通知された事項※１を、化学物質、 
 化学物質を含有する製剤その他の物で当該通知された事項に係るものを取り扱う各作業 
 場の見やすい場所に常時掲示し、又は備え付けることその他の厚生労働省令で定める方 
 法※２により、当該物を取り扱う労働者に周知させなければならない。 
 

 ※１ 第57条の２第①項又は第②項の規定により通知された事項 ⇒  
     通知対象物を譲渡・提供する者から通知された通知対象物の名称、成分、含有量 
    等の事項（第①項）、通知事項に変更が生じたことにより、改めて通知された事項（第 
    ②項） 
 

 ※２ 厚生労働省令で定める方法 ⇒ ≪安衛則第98条の２第②項≫ 下記参照 
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８ 化学物質のリスクアセスメントについて 

① 化学物質のリスクアセスメントとは？ 
  化学物質やその製剤の持つ危険性や有害性を特定し、それによ 
 る労働者への危険または健康障害を生じるおそれの程度を見積も 
 り、リスクの低減対策を検討すること 

8-1 化学物質のリスクアセスメントのポイント 

対象となる化学物質等の特定 

危険・有害性(ハザード)の特定 

危険・有害性(リスク)の見積り・評価 

リスク低減措置の検討 

記録と残留リスクの見積り 

リスク低減措置の実施 
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② リスクアセスメントを実施すべき事業場は？ 
  業種、事業規模にかかわらず、対象となる化学物質等（調査対象 
 物）の製造・取扱いを行う全ての事業場 

８ 化学物質のリスクアセスメントについて 

元方事業者の義務は？ 
  化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針 (平成27年9月18日  
 指針公示第３号) の6の（3）において次のとおり定めている。 
 
 
  
 

（3） 元方事業者にあっては、その労働者及び関係請負人の労働者が同一の場 
  所で作業を行うこと（「混在作業」という。）によって生ずる労働災害を防止するた 
  め、当該混在作業についても、リスクアセスメント等の対象とすること。 

事業者A 
 塗装業務 
 リスクアセスメントの実施 
 リスク低減措置の実施 

事業者B 
 建具金物工事 
 アーク溶接作業 

引火・火災の危険 
ガス・蒸気のばく露 

 塗装作業場所で、Bが火気を使用す
ることを想定していない。 

溶接作業場所でＡが引火性溶剤や
有害物を使用していことを把握して
いない。 

図8-1 混在作業におけるリスクの例 （ＡとＢの混在） 
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「指針」により、努力義務とされている実施時期 （「指針」の5（2）） 

 １ 調査対象物に係る労働災害が発生した場合で、過去のＲＡ等の内容に問題がある 
  場合 
 ２ 前回のＲＡ等から一定の期間が経過し、労働者の入れ替わり等に伴う労働者の安 
  全衛生に係る知識経験の変化等があった場合 
 ３ 既に製造・取り扱っている物質が、調査対象物として追加されたとき 

8-2 リスクアセスメントの実施時期 

実施時期 （安衛則第34条の2の7第1項  「指針」の5（1） ） 

 １ 調査対象物を原材料等として新規採用し、又は変更するとき 
 ２ 調査対象物を製造し、又は取り扱う業務に係る作業の方法又は手順を新 
  規に採用し、又は変更するとき 
 ３ 調査対象物による危険性又は有害性等について変化が生じ、又は生ずる 
  おそれがあるとき 
   （調査対象物の提供者が、調査対象物に係るＳＤＳの危険性又は有害性の情報を 
    変更し、その内容が提供されたとき） 

８ 化学物質のリスクアセスメントについて 

③ リスクアセスメントの対象物質は？ 
  ＳＤＳの交付義務の対象である640物質とその含有物 
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② 周知の方法 （安衛則第34条の2の8第2項  「指針」の11（2） ） 

 １ 作業場の見やすい場所に常時掲示、又は備付け 
 ２ 書面を労働者に交付 
 ３ 電子媒体で記録し、作業場に常時確認可能な機器（パソコン端末など）を設置 

8-3 リスクアセスメント結果の労働者への周知 

① 周知事項 （安衛則第34条の2の8第1項 「指針」の11（1）） 

 １ 対象の化学物質等の名称 
 ２ 対象業務の内容 
 ３ リスクアセスメントの結果 
  （１）特定した危険性又は有害性 
  （２）見積もったリスク 
 ４ 実施するリスク低減措置の内容 

８ 化学物質のリスクアセスメントについて 



９ 化学物質のリスクアセスメントの方法（指針例示） 

指針９(1)ア 

化学物質等が当該業務に従事する労働者に危険を及ぼし、又は化学物
質等により当該労働者の健康障害を生ずるおそれの程度（発生可能性）
及び当該危険又は健康障害の程度（重篤度）を考慮する方法。具体的に
は、次に掲げる方法があること。 

発生可能性 
× 

重篤度 

(ア) 
発生可能性及び重篤度を相対的に尺度化して縦軸・横軸として、あ
らかじめリスクを割り付けた表を使用する方法 （マトリクス法） 

(イ) 数値化法 （数値演算：足し算、掛け算等） 

(ウ) 枝分かれ図 （リスクグラフ） を用いた方法 

(エ) 化学物質リスク簡易評価法 (コントロール・バンディング) 

(オ) 災害のシナリオを仮定して見積もる方法 

指針９(1)イ 
当該業務に従事する労働者が化学物質等にさらされる程度（ばく露の程
度）及び当該化学物質等の有害性の程度を考慮する方法。具体的には、
次に掲げる方法があるが、このうち、(ｱ)の方法を採ることが望ましいこと。 

有害性の程度 
× 

ばく露の程度 

(ア) 環境測定した気中濃度等をばく露限界と比較する方法 

(イ) 数理モデルを用いて気中濃度を推定し、ばく露限界と比較する方法 

(ウ) あらかじめ相対的に尺度化した表を使用する方法 （マトリクス法） 
27 

9-1 リスクアセスメントの様々な手法 
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９ 化学物質のリスクアセスメントの方法 

指針９(1)ウ 
ア又はイに掲げる方法に準ずる方法。 
具体的には、次に掲げる方法があること。 

ＲＡ対象の化学
物質等が安衛
法令に規定され
ている場合 

⇩ 
特別則の各条
項の履行状況
の確認 

(ア) 

リスクアセスメントの対象の化学物質等に係る危険又は健康障
害を防止するための具体的な措置が 
 ・ 有機溶剤中毒予防規則 
 ・ 鉛中毒予防規則 
 ・ 四アルキル鉛中毒予防規則 
 ・ 特定化学物質障害予防規則 
 ・ 主に危険の防止を目的とした労働安全衛生法施行令別表第 
   １に掲げる危険物に係る安衛則の規定 
の各条項に規定されている場合に、当該規定を確認する方法。 

ＲＡ対象の化学
物質等が安衛
法令に規定され
ていない場合 

⇩ 
安衛則第４章等 
の各条項の履 
行状況の確認 

(イ) 

リスクアセスメントの対象の化学物質等に係る危険を防止するた
めの具体的な規定が労働安全衛生法関係法令に規定されてい
ない場合において、 
当該化学物質等のSDSに記載されている危険性の種類（例えば
「爆発物」など）を確認し、当該危険性と同種の危険性を有し、か
つ、具体的措置が規定されている物に係る当該規定を確認する
方法 



重
篤
度 

① 死亡 死亡災害 

② 後遺障害 身体の一部に永久損傷を伴うもの 

③ 休業 休業災害、一度に複数の被災者を伴うもの 

④ 軽傷 不休災害やかすり傷程度のもの 
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9-2 リスクの見積りの例 
９ 化学物質のリスクアセスメントの方法 

発
生
可
能
性 

① 極めて高い 
日常的に長時間行われる作業に伴うもので回避困難
なもの 

② 比較的高い 日常的に行われる作業に伴うもので回避可能なもの 

③ 可能性あり 非定常的な作業に伴うもので回避可能なもの 

④ ほとんどない 
まれにしか行われない作業に伴うもので回避可能な
もの 

１ 重篤度と発生可能性を尺度化したものの例 



リスク 優 先 度 

４ ～ ５ 高 
直ちにリスク低減措置を講ずる必要がある。 
措置を講ずるまで作業を停止する必要がある。 

２ ～ ３ 中 
速やかにリスク低減措置を講ずる必要がある。 
措置を講ずるまで使用しないことが望ましい。 

１ 低 必要に応じてリスク低減措置を講ずる。 

30 

９ 化学物質のリスクアセスメントの方法 

危険又は健康障害の程度 （重篤度） 

死亡 後遺障害 休業 軽傷 

危険又は健康障 
害を生ずるおそ 
れの程度 
（発生可能性） 

極めて高い ５ ５ ４ ３ 

比較的高い ５ ４ ３ ２ 

可能性あり ４ ３ ２ １ 

ほとんどない ４ ３ １ １ 

２-１ マトリクスを用いる方法 
例 重篤度が「② 後遺障害」、発生可能性が「② 比較的高い」の場合の見積り 



リスク 優 先 度 

30点以上 高 
直ちにリスク低減措置を講ずる必要がある。 
措置を講ずるまで作業を停止する必要がある。 

10 ～ 29点 中 
速やかにリスク低減措置を講ずる必要がある。 
措置を講ずるまで使用しないことが望ましい。 

10点未満 低 必要に応じてリスク低減措置を講ずる。 
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９ 化学物質のリスクアセスメントの方法 

危険又は健康障害の程度 （重篤度） 

死亡 後遺障害 休業 軽傷 

30点 20点 7点 2点 

２-２ 数値化による方法 
例 重篤度が「② 後遺障害」、発生可能性が「② 比較的高い」の場合の見積り 

健康障害を生ずるおそれの程度 （重篤度） 

極めて高い 比較的高い 可能性あり ほとんどない 

20点 15点 7点 2点 

20点（重篤度「後遺障害」）＋15点（発生可能性「比較的高い」）＝35点 
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９ 化学物質のリスクアセスメントの方法 

２-３ リスクグラフ（枝分かれ図）を用いる方法 

判定は3段階 
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10 元方事業者によるリスクアセスメント 

厚労省ＨＰ ⇒ 施策について ⇒ 雇用・労働 ⇒ 安全衛生施策紹介 ⇒ 安全衛生に関する総合情報は 
               こちら ⇒ 職場のあんぜんサイト ⇒ 化学物質のリスクアセスメント支援ツール 

２-４ 厚労省方式コントロール・バンディングを用いる方法 
支援システムを使ってコントロール・バンディングを実施する場合は、対象となる化学物質等の
「有害性の分類」・「有害性区分」の情報が必要。事前にＳＤＳを準備し、データを入力する。 
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９ 化学物質のリスクアセスメントの例 

9-3 リスクの見積りの例（指針に示された定性的方法）  
「有害性レベル」と「ばく露レベル」からリスクを見積もる方法 

追加１ 

1 
取扱う化学物質等の
有害性レベル（ＨＬ）
を求める。 

コントロール・バンディングを利用して「有害性のレベル（ＨＬ）」を求める。 
「レベル分け」は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの５段階 
※ Ｓに該当する物質は、皮膚・眼に障害を起こすおそれがあり、対策が異なる 
   （保護具の使用）ので、Ａ～Ｅのレベル分けとは別にレベル分けをする。 

2 ばく露レベル(ＥＬ)を
推定する 

■「ばく露レベル（ＥＬ）」は、「作業環境レベル（ＭＬ）」と「作業時間・作業 
  頻度レベル（ＦＬ）」の組み合わせ（マトリクス）で推定する。 
  「ばく露レベル（ＥＬ）」の区分は、Ⅰ.Ⅱ.Ⅲ.Ⅳ.Ⅴの５段階 
① 作業環境レベル（ＭＬ） 
  次のA～Dのポイント点数を、A＋B－C＋Dの式により計算し、 

  点数により、ａ(大).ｂ.ｃ.ｄ.ｅ(小)の５段階に分ける。 
  A 取扱量ポイント：量により、3点(多)・2点・1点(少) 
  B 揮発量・飛散性ポイント：沸点温度等により、3点・2点・1点 
  C 換気ポイント：換気措置により、4点(密閉)・3点・2点・1点(無) 
  D 修正ポイント：作業による衣服の汚れの有無により、1点・0点 

② 作業時間・作業頻度レベル（ＦＬ） 
  年間の作業時間により、ⅰ(大).ⅱ.ⅲ.ⅳ.ⅴ(小)の５段階に分ける。 
③ ａ.ｂ.ｃ.ｄ.ｅとⅰ.ⅱ.ⅲ.ⅳ.ⅴの組み合わせ（マトリクス）により、ばく露レ 
  ベル（ＥＬ）を推定する。 

3 リスクを見積もる 
■ 有害性レベル（ＨＬ）とばく露レベル(ＥＬ)の組み合わせ（マトリクス）に 

  より、リスクを見積もる。 
  リスクレベルは、１（低）～５（高）の５段階 
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コントロール・バンデングによ
り、取扱化学物質の有害性
レベル（ＨＬ）を求める。 

（有害性小）Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ（有害性大） 

ばく露レベル ＥＬ 
Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 

有 
害 
性 
レ 
ベ 
ル 

 

ＨＬ 

Ｅ ５ ５ ４ ４ ３ 

Ｄ ５ ４ ４ ３ ２ 

Ｃ ４ ４ ３ ３ ２ 

Ｂ ４ ３ ３ ２ ２ 

Ａ ３ ２ ２ ２ １ 

作業環境レベル ＭＬ 

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

作
業
時
間
・作 

業
頻
度
レ
ベ
ル 

ⅰ Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 

ⅱ Ⅴ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅱ 

ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ 

ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅱ 

ⅴ Ⅲ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ 

A＋B－C＋D 6,5 4 3 2 1～(-2) 

作業環境レベル ML ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

年間作業時間 
作業時間・ 
作業頻度 
レベル ＦＬ 

400時間超過 ⅰ 
100～400時間 ⅱ 
25～100時間 ⅲ 
10～25時間 ⅳ 
10時間未満 ⅴ 

A 製造等の量のポイント 3～1 
B 揮発性等のポイント 3～1 
C 換気のポイント 4～1 
D 修正ポイント 1・0 

推定されるばく露レベル ＥＬ 

１ 

３ 

Ａ
～
Ｅ
の
う
ち
、
複
数
に
該
当
す
る
と
き
は
、 

有
害
性
の
大
き
い
方
を
採
用
す
る
。 

見積もられた 
リスクレベル 

FL 

追加２ 

① 

③ 

２ 

② 
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10 元方事業者によるリスクアセスメント 

事業者A 
 塗装業務 
 リスクアセスメントの実施 
 リスク低減措置の実施 

事業者B 
 建具金物工事 
 アーク溶接作業 

引火・火災の危険 
ガス・蒸気のばく露 

 塗装作業場所で、Bが火気を使用
することを想定していない。 

溶接作業場所でＡが引火性溶剤
や有害物を使用していことを把握
していない。 

図10-1 混在作業におけるリスクの例 
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化学物質等のリスクアセスメント 
理解のための実施練習 

鹿島建設㈱関西支店 

2016年9月 安全環境部連絡会議資料より 



一定の危険有害性のある化学物質
（640物質）について 

労働安全衛生法が改正（平成28年６月1日施行） 
1、対象となる事業場 
  業種事業場に関らず、対象となる化学物質の取り扱う全ての事業場 
 
2、《法的実施義務》 
 ａ、対象物を原材料などとして新規に採用したり、変更したりするとき 
 ｂ、対象物を扱う業務の作業の方法や作業手順を新規に採用したり 
    変更したりするとき。 
 ｃ、前項目ａ、ｂ、に掲げるもののほか、対象物による危険性または、 
    有害性などについて変化が生じたり、生ずる恐れがあったりするとき 
 ※新たな危険有害性の情報がＳＤＳなどにより提供された場合 
 
３．罰則規定なし。 



《指針による努力義務》 
1、労働災害発生時 
 ※過去のリスクアセスメントに問題がある時など 
 
 

 
臨検情報： 
７月２８日現在 東京労働局管内６件、埼玉労働局管内 
（さいたま署）１件の臨検があった。 
罰則規定はなしであるが、是正勧告、指導票が出された。 
原因としては、現場代理人が法改正を認識していず、質問に答
えられなかった。 （建災防情報） 





化学物質リスクアセスメント 
ＳＴＥＰ-1 
・実施用紙 
（有害性）（危険性）について 
      リスクアセスメントを行う。 
ＳＴＥＰ-2 
取扱う材料のＳＤＳ（セフティーデーターシート） 
を製造メーカーから取り寄せる 
・取扱う材料のＳＤＳが不明の場合 
厚労省 職場のあんぜんサイト 
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/index.html 
 
 
 
 



有害性に対するリスクアセスメント 



化学物質リスクアセスメント（有害性） ＳＴＥＰ-1 



     取扱う材料のＳＤＳ（例ポリマゴールド） ＳＴＥＰ-2 



取扱う材料のＳＤＳが不明の場合 
厚労省 職場のあんぜんサイト 

①ＧＨＳモデル・ラベル・ＳＤＳ情報 

☜ 



②使用材料名を記載 

③検索開始 

＊入力したＳＤＳが出てくるので、コピーしておく 
＊個々の化学物質のSDSは検索可能であるが、製品としてのSDSは、必ず 
  メーカーより取り寄せる事 
 



ＧＨＳ 

（危） （危） 
（危） 

（有） （有） （有） 

（有） （危・有） （危） 

（危） 
危
険
性 

（有） 
有
害
性 



ＳＴＥＰ-2 化学物質リスクアセスメント（有害性） 

ＳＤＳシートとリスクアセスメントシートを参照にシートに記載する。 

①ＧＨＳとは 
2003年７月、国際連合からＧＨＳという化学品の分類及び表示に関する世
界調和システムについての勧告がなされました。 
ＧＨＳとは、化学品の危険性（ハザード）ごとの分類基準及びラベルや安全
データーシートの内容を調和させ、世界的に統一したルールとして提供す
るというものです。 
 



ＧＨＳの記載(帳票左上欄） 

材料のＳＤＳシート内のＧＨＳラベル要素 

ＳＤＳの図と同じマークに○を付ける 



ＳＴＥＰ-3 帳票上の有機溶剤・特定化学物質・ 
消防法上の危険物・ＳＤＳの有無の転記 

ＳＤＳ内の適用法令部 

ＳＤＳを見ながら上記該当部に○を記載 



ＳＴＥＰ-4 
リスクの見積 
1,1 有害性のレベルの特定 

コントロール・バンディングを行い、リスクレベルと有害性のレ
ベルを調べる。 
コントロールバンディングを行わなかった場合は、ＳＤＳを参
照し、下表に該当するものをすべて選択する。表に該当する
項目を全て選び、最下段にチェックがついたレベルを有害性
のレベルとする。 
Ｓの項目に該当する場合は、Ａ～ＥのいずれかとＳをチェック
する。（例 Ｄ，Ｓ） 

注）製品のSDSを参考にリスクアセスメントシートを使用して見積もりを実施するほう
がわかり易い。 



ＳＤＳシート内2、危険有害性の要約 

有
害
性
レ
べ
ル
  
大 

Ａ～Ｅと 
Ｓの該当有無
も抽出 

ＳＴＥＰ-4 



ＳＴＥＰ-5 1.2ばく露レベルの推定 

どの程度の使用量を使用するのか 概略
使用量に○を付ける 

ＳＤＳシート内9、物理的及びか化学的性質 

どこの場所で作業し、換気の状況に○を
付ける 

前項目の危険有害性の要約にて、作業するときに
皮膚・眼の接触などは保護具・手足・衣服に汚れが
見られない場合なのか？みられない場合なのか？ 



年間作業時間は
どのくらいか？ 

ばく露レベルの推定表より 
Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ 
Ａ＝2 Ｂ＝2 Ｃ＝２ Ｄ＝0 
 ２＋２－２＋0＝２ 

ばく露レベル（ＥＬ）の決定 
 
ばく露ＥＬは、横軸ｄと縦軸ⅱの交
差部Ⅲとなる 



ＳＴＥＰ-6 1.3 リスクの見積 
ばく露レベル（ＥＬ）の決定より 
 

ばく露レベル（ＥＬ）の決定 
 
ばく露ＥＬ＝Ⅲ 

有害のリスクレベル（ＨＬ）の高い項目を記入（STEP-4)  
暴露レベル（ＥＬ）の値を記載（STEP-5) 

ＨＬ 



ＳＴＥＰ-7 1.4 リスクの評価 
ＳＴＥＰ-６より、リスクレベル４ 
リスクが「高」に付きリスク低減
対策を講じ、再評価を実施する。 

再評価を実施する為、ＳＴＥＰ-5に戻り 
再度見直しを実施する。 



1.2ばく露レベルの推定再見直し ＳＴＥＰ-5に戻る 
「ばく露レベルの推定」A・B・C・D各項目
について再評価を実施する。 

使用量→変更なし （ ○：前の評価） 
（  □：再評価 ） 

ＳＤＳシート内9.物理的及びか化学的性質→変更なし 

前の評価は全体換気を局所排気に変更する。 

作業するときに皮膚・眼の接触などは保護具・手足・衣服
に汚れが見られない。→変更なし 



年間作業時間はどのくらいか？ 
作業時間の変更なし 

ばく露レベルの推定表より 
Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ 
Ａ＝2 Ｂ＝2 Ｃ＝３ （Ｃ＝2前回数値）  
Ｄ＝0 
 ２＋２－３＋0＝１ 

ばく露レベル（ＥＬ）の決定 
 
前の評価では、ばく露ＥＬは、横軸ｄと
縦軸ⅱの交差部Ⅲとなる 
見直し評価では、ばく露ＥＬは、横軸eと
縦軸ⅱ（前回変更なし）の交差部Ⅲか
ら、Ⅱに変更となる 
 



ＳＴＥＰ-９ 1.６ リスクの再見積 
ばく露レベル（ＥＬ）の決定より 
 

ばく露レベル（ＥＬ）の決定 
 
ばく露ＥＬ＝Ⅱ 

有害のリスクレベル（ＨＬ）は変わらないのでD（STEP-4)  
暴露レベル（ＥＬ）の値を記載（STEP-８) 
変更EL＝Ⅱに変更した交差部４から３に変更 

ＨＬ 



ＳＴＥＰ-10 
 

1.７ リスクの再評価 
ＳＴＥＰ-９より、リスクレベル３（中）1ラン
ク下がった。 
リスクレベル2以下にする為に換気のポイン

ト４（遠隔操作・完全密閉）を行っても、作業
環境レベル（ML）はeとなりリスクレベル３より

下がらない。（レベル２以下にする為には、使用
材料の変更、又は年間作業時間を１０時間以下に
する。→現実的でない。） 
 
 
 

ＳＴＥＰ-4ＨＬ等確認しながら、左欄

の対応策を講ずるところに○印を
つける。 

リスクレベル3ではあるが、特化則、有機則に準じて施工する。 
リスクアセスメントの周知は、扱う
作業員のみならず、他に第三者
的に工事で働く他職にも周知する。 

注）低減策を実施しても3以下にならな
い場合は、SDS記載の注事項を厳守し
て、細心の注意を図って施工する。 



危険性に対するリスクアセスメント 



化学物質リスクアセスメント（危険性） 



ＳＴＥＰ-1 
ＧＨＳの記載(帳票左上欄） 

ＳＤＳの図と同じマークに○を付ける 

材料のＳＤＳシート内のＧＨＳラベル要素 



ＳＴＥＰ-2 

ＳＤＳを見ながら上記該当部に○を記載 

帳票上の有機溶剤・特定化学物質・消防法
上の危険物・ＳＤＳの有無の記載 



ＳＴＥＰ-3 1.リスクの見積    1.1危険性レベルの見積もり 

記載の通り。 

ＳＤＳの内容より抽出 

一次評価リスク値＝４ 



126 22 421 

施工環境温度施工場所の気温を記載 25 
Ａ＝25 Ｂ＝126 Ｃ＝22 Ｄ＝421 

ランクアップの評価式：室温25℃（A) 
引火点22℃（C)の条件で、A＞Cに付き、
レベルが１プラスとなる。よって 
リスク値が４＋１＝５となる。 
リスクレベルは５が無いので、６として
取り扱う。 
   



6 

リスクレベル６と火災災害の可能性
が高いので、取扱いと保管には、特
に注意する。 

4 



ＳＴＥＰ-4 

火災に対する対策を左
記の表から該当欄に○
を付ける 

リスクアセスメントの周知は、扱う作業員
のみならず、他に第三者的に工事で働く
他職にも周知する 



労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成26年法律第82号）の概要 

施行期日：公布の日から起算して、それぞれ６は６月、３・４・５は１年、
２は１年６月、１は２年を超えない範囲内において政令で定める日 

 
 特別規則の対象にされていない化学物質のうち、一定のリスク

があるもの等について、事業者に危険性又は有害性等の調査
（リスクアセスメント）を義務付け 

１．化学物質管理のあり方の見直し 


